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              載しておりません。 

  ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

  ３．第15期第１四半期連結累計(会計)期間及び第15期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

 ４．第16期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第15期

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第16期
第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第15期 

会計期間 
自平成21年１月１日
至平成21年３月31日 

自平成22年１月１日
至平成22年３月31日 

自平成21年１月１日
至平成21年12月31日 

売上高（百万円）         6,331         3,810  27,235

経常利益又は経常損失（△）（百万円）         △38         76  △9,159

四半期（当期）純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
      △204       1,657  △8,685

純資産額（百万円）  10,475  4,565  2,907

総資産額（百万円）  90,834  59,269  63,309

１株当たり純資産額（円）     57,418.25     13,673.98  8,709.41

１株当たり四半期（当期）純利益金額 

又は四半期純損失金額（△）（円） 
      △1,121.74       4,964.58  △42,743.80

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円） 
     －      －  －

自己資本比率（％）  11.5  7.7  4.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 998 2,415  10,407

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △179 △2  2,831

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △3,534 △4,445  △14,565

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（百万円） 
     1,527      882  2,915

従業員数（人）  125  80  94
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。   

  

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であります。 

   ２．従業員数が当第１四半期連結会計期間において、14名減少しておりますが、退職によるものであります。 

    

(2）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であり、子会社への出向者は含まれておりません。 

   ２．従業員数が当第１四半期連結会計期間において、14名減少しておりますが、退職によるものであります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年３月31日現在

従業員数（人）    80

  平成22年３月31日現在

従業員数（人）    79
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(1) 契約実績 

 前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における分譲事業の契約実績は次のとおりでありま

す。 

（注） 上記金額には、消費税は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【契約及び販売の状況】

区分 

前第１四半期連結会計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

期中契約高 期末契約残高 期中契約高 期末契約残高

物件戸数 
（戸） 

金額 
（百万円） 

物件戸数
（戸） 

金額
（百万円）

物件戸数
（戸） 

金額 
（百万円） 

物件戸数 
（戸） 

金額
（百万円）

中高層住宅等  120  4,527  59  2,180  41  1,719  19  625

計  120  4,527  59  2,180  41  1,719  19  625

- 3 -



  

(2) 主な販売実績 

 前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な販売実績は次のとおりであります。 

（注）１ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

    ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 

前第１四半期連結会計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 前年 

同期比 
(％)  

物件名
物件
戸数 
(戸) 

金額
(百万円)

物件名
物件
戸数 
(戸) 

金額 
(百万円) 

分譲事業 

ネバーランドシエ

ル箕面ロワイヤル 
 18  624

ネバーランド  

新深江ステイシス 
 12  365   

ネバーランド吹田

クラシオン 
 13  402

ネバーランド平野

本町テラスタワー 
 8  213   

ネバーランド千里

五月が丘北 
 12  425

ネバーランド   

神戸下山手  
 6  202   

ネバーランド  

神崎川ナチュリア 
 12  335

ネバーランド  

江坂江の木町 
 5  188   

ネバーランド  

伊丹中央  
 11  314

ネバーランドシエ

ル箕面ロワイヤル 
 3  136   

ネバーランド室町

通菊水鉾町ROMAN 
 9  607

ネバーランド  

京都岡崎 
 1  36   

ネバーランド六甲  9  296
ネバーランド  

東大寺前 
 1  27   

ネバーランド六角 

五彩院 
 6  257 その他中高層住宅等        383   

その他中高層住宅等  4  157                 

小計  94  3,421 小計  36  1,554  △54.6

不動産企画 

販売事業 
小計    90 小計    109  21.4

不動産関連 

業務受託事業 
小計    85 小計    2  △97.1

アセット開発

事業 
小計    2,583 小計    2,142  △17.0

その他事業 小計    151 小計    0  △99.7

  合計  6,331 合計  3,810  △39.8
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  当社グループは、前々連結会計年度において重要な経常損失及び当期純損失を計上しており、不動産市況の更なる

悪化による予想を上回る販売不振の影響を受け、前連結会計年度においても、営業損失7,424百万円、経常損失9,159

百万円及び当期純損失8,685百万円を計上しております。  

  当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

  

    当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1）業績の状況 

   当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、主要国での景気対策の効果や輸出の回復に伴い、景気に一部持

  ち直しの兆しがみられるものの、国内の厳しい雇用情勢や個人消費の低迷等デフレの深刻化等により景気低迷の長期

  化が懸念され、依然として先行き不透明な状況で推移しております。 

   当社グループが属する不動産業界におきましては、マンション販売価格の調整や住宅ローン減税の拡充をはじめと

  する景気対策の効果等により、一部に回復の兆しがみられるものの、景気低迷の長期化懸念や将来不安に伴う消費者

  の不動産購入意欲の冷え込みは依然として続いており、また資金調達環境の厳しさは継続していることから、本格的

  な市況の回復には時間を要するものと考えられます。 

   このような状況下、当社グループは事業再生計画に基づき、在庫の早期販売及び資産の圧縮を進めてまいりまし 

  た。 

      また、平成22年１月に社債の買入消却により、社債買入消却益1,605百万円を特別利益に計上いたしました。  

 この結果、当第１四半期連結会計期間の業績は売上高 百万円（前年同期比39.8％減）、営業利益 百万円

（前年同期比32.3％減）、経常利益 百万円（前年同期は経常損失38百万円）、四半期純利益 百万円（前年同

期は四半期純損失204百万円）となりました。  

   事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。  

  ①分譲事業  

 分譲事業におきましては、平成22年３月末時点において前期末在庫135戸を99戸に圧縮し、販売を促進いたしまし

た。これにより、売上高は 百万円（前年同期比54.6％減）、営業利益 百万円（前年同期比78.9％減）となり

ました。  

  ②不動産企画販売事業  

   不動産企画販売事業におきましては、仲介案件等の売上を計上し、売上高は 百万円（前年同期比21.4％増）、 

   営業利益 百万円（前年同期比105.9％増）となりました。  

  ③不動産関連業務受託事業  

   不動産関連業務受託事業におきましては、小型のコンサルティング業務を中心に売上を計上し、売上高は 百万  

  円（前年同期比97.1％減）、営業利益 百万円（前年同期比94.4％減）となりました。  

  ④アセット開発事業  

   アセット開発事業におきましては、最優先事項である資産の圧縮に注力し、福岡春日プロジェクトにおける戸建エ

  リアの一部売却、神奈川県厚木市におけるアセット開発物件の売却を行なったことや、保有物件の賃料収入等によ 

  り、売上高は 百万円（前年同期比17.0％減）、営業利益 百万円（前年同期比6.9％増）となりました。  

  ⑤その他事業  

 その他事業におきましては、保険手数料等の売上計上により、売上高は 百万円（前年同期比99.7％減）、営業損

失 百万円（前年同期は営業利益21百万円）となりました。これは、平成21年７月に子会社であったエヌエス管理株

式会社の株式を売却し、同社が連結子会社ではなくなったことによるものであります。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

て 百万円減少し、 百万円となりました。当第１四半期連結会計期間末における各キャッシュ・フローの状況

とそれらの変動要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間において営業活動により増加した資金は 百万円（前年同期は998百万円の増加）と

なりました。これは主として、分譲事業及びアセット開発事業等におけるたな卸資産の減少 百万円及び、未払

金の増加額 百万円による資金の増加によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間において投資活動により減少した資金は 百万円（前年同期は179百万円の減少）となり

ました。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

3,810 284

76 1,657

1,554 52

109

60

2

1

2,142 295

0

0

2,033 882

2,415

1,745

432

2
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間における財務活動により減少した資金は 百万円（前年同期は3,534百万円の減少）

となりました。これは主として、長期・短期借入金の返済による支出 百万円及び、社債の償還による支出 百

万円によるものであります。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

(5）継続企業の前提に関する重要事象等についての分析・検討内容及び今後の対応策 

 当社グループは、前々連結会計年度において重要な経常損失及び当期純損失を計上しており、不動産市況の更な 

る悪化による予想を上回る販売不振の影響を受け、前連結会計年度においても、営業損失7,424百万円、経常損失 

9,159百万円及び当期純損失8,685百万円を計上しております。  

  当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

  当社グループといたしましては、以下の施策の実行により、業績の回復に努め、当該状況の解消を目指しており 

 ます。 

Ａ．収益構造の転換 

  Ⅰ）事業の選択と集中  

 ①分譲事業 

  ネバーランドブランドは関西での知名度も高く、また、ファミリータイプの住宅は景気の変動に拘わらず底堅い

 需要が見込めます。永年の事業展開により、ブランド価値は評価いただけるものと考え、今後もコア事業として経 

 営資源を集中してまいります。 

  (a)未着工プロジェクト 

   経済合理性に基づき、各プロジェクトについて、素地売却又は事業化を決定、早期に事業収益（竣工販売）を

  確保すべく、事業を推進してまいります。 

  (b)新規プロジェクト 

   分譲事業をコア事業として位置づけ、良質の物件を厳選して仕入に着手し、早期に事業収益を確保すべく、事

  業を推進してまいります。 

 ②アセット開発事業 

  (a)大規模開発案件 

   昨今の景気環境においては売却を急ぐのは損失を拡大することに繋がるおそれがありますので、追加の投資を

  抑えながら、資金化を目指してまいります。多額の投資でありますので、資産価値の毀損を回避することに集中 

  し、プロジェクトを実現させ、拡大ではなく、確実な売却による資金の回収を実現するべく経営資源を投入して 

  まいります。 

   (b)開発済みプロジェクト 

   バリューアップを図りつつ、事業展開することにより、一定の賃貸収入を確保できておりますが、資産規模を

  適正規模にまでスリム化するため、外部売却を推進してまいります。 

   一方、現状では不動産の価格相場が低迷しており、売却を急ぐのは損失を拡大することに繋がることから、資 

  産規模・賃貸収入・売却益を勘案しながら適正規模まで資産のスリム化を実施することに経営資源を投入し、追 

  加資金は原則バリューアップ・メンテナンスに限定して、安定収益を確保してまいります。 

  (c)未着工プロジェクト 

   既に仕入を行っている物件については資金投入を行わず、損失の拡大を抑える方向で売却を優先事項として  

  経営資源を投入し、外部売却により資産のスリム化を図ってまいります。 

  Ⅱ）コスト削減 

  当社は、現在の経営状況を鑑み、人員縮小も含めた人件費の削減を進めるとともに、事務所規模の縮小等固定費

 の削減を図ってまいります。 

Ｂ．財務基盤の安定化   

  事業収益を確保し、取引金融機関との信用回復及び良好な取引関係の構築に努め、早期に資金調達に取り組み、 

 財務基盤の強化・安定化を図ってまいります。 

  これらの対応策に取り組み、当第１四半期連結会計期間において、経常利益76百万円、四半期純利益1,657百万円

 を計上いたしましたが、対応策を実行している途上であり、不動産市況の回復状況にも影響されるため、現時点で

 は継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

4,445

4,165 278
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、アセット開発物件に係る事業計画が確定したため、以下の資産について保有

目的を変更し、仕掛販売用不動産の一部を賃貸用不動産として固定資産に振替えております。 

  

（国内子会社）  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  

  

  

第３【設備の状況】

  

事業所名 

（所在地） 

事業の種

類別のセ

グメント

の名称 

設備の

内容 

帳簿価額  
従業 

員数 

（人） 
会社名 

建物 

（百万円）

土地 

 （百万円）  

 （面積㎡）  

建設 

仮勘定 

（百万円） 

合計 

（百万円) 

 ㈱イー・ステート 

賃貸用不動産 

 （福岡県 

  春日市） 

アセット

開発事業

土地

  
 －

 

（－)  

－
 10,795  10,795  1
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注) １ 提出日現在発行数には、平成22年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に

基づく新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式は含まれておりません。 

    ２ 第１四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、ジャスダック証券取引所であります。なお、ジャスダ

ック証券取引所は、平成22年４月１日付で大阪証券取引所と合併しておりますので、同日以降の上場金融商

品取引所は、大阪証券取引所であります。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  720,000

計  720,000

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数(株) 
（平成22年３月31日） 

提出日現在発行数(株) 

（平成22年５月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  333,964  333,964
大阪証券取引所 

（ＪＡＳＤＡＱ市場）  

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。なお、

当社は単元株制度は

採用しておりませ

ん。 

計  333,964  333,964  －  －
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  新株予約権 

 (注)１ 平成18年４月１日付株式分割（株式１株につき３株）に伴い、「新株予約権の目的となる株式の数」「新株予

約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入

額」を調整しております。 

   ２ 株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端

数は切り上げる。 

   ３ 時価を下回る価格で新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新株を発行す

る場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。 

   ４ 新株予約権の割当を受けた者が「新株予約権の行使の条件」に定める規定により、権利を行使する条件に該当

しなくなった場合及び新株予約権を喪失した場合に提出会社はその新株予約権を取得することができる。この場

合、新株予約権は無償で取得する。 

   ５ 上記新株予約権は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権であります。 

（２）【新株予約権等の状況】

株主総会の特別決議日（平成18年３月24日） 

  
第１四半期会計期間末現在  
（平成22年３月31日）  

新株予約権の数（個）  4,293

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  4,293

新株予約権の行使時の払込金額（円）  270,184

新株予約権の行使期間 
自 平成20年４月１日 

至 平成25年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

 

 

270,184

135,092

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時にお

いても当社取締役及び従業員の地位にあることを要するも

のとする。その他の条件については、平成18年３月24日開

催の定時株主総会決議及び平成18年４月28日開催の取締役

会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締

結した「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要する

ものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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 該当事項はありません。 

  

  

  

 当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

  

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が12株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

 （注） なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（自己株式等）」の中に含めて記載しておりま

す。 

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成22年１月１日 

～平成22年３月31日 
 －  333,964  －  4,211  －  4,265

（５）【大株主の状況】

（６）【議決権の状況】

  平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式         －         －         － 

議決権制限株式（自己株式等）         －         －      － 

議決権制限株式（その他）         －         －      － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 (自己保有株式) 

 普通株式       81
        －      － 

完全議決権株式（その他）  普通株式     333,883  333,883      － 

単元未満株式           －         －      － 

発行済株式総数  333,964         －      － 

総株主の議決権          －  333,883      － 

  平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式) 

株式会社日本エスコン 

東京都千代田区内幸町二丁

目２番２号 
 81  －  81  0.0

計 －  81  －  81  0.0
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

  

  

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
１月 

  
２月 

  
３月 

最高（円）  6,780  6,400  5,300

最低（円）  4,960  4,920  5,020

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第１四半期連結

累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から

平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22

年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※  1,496 ※  3,529

受取手形及び売掛金 38 94

販売用不動産 ※  10,124 ※  11,074

仕掛販売用不動産 ※  14,536 ※  25,629

貯蔵品 0 0

その他 ※  1,579 ※  1,706

貸倒引当金 △2 △1

流動資産合計 27,773 42,034

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 6,347 6,691

減価償却累計額 △590 △572

建物及び構築物（純額） ※  5,757 ※  6,119

土地 ※  13,256 ※  13,452

建設仮勘定 ※  11,569 ※  773

その他 125 139

減価償却累計額 △89 △99

その他（純額） 36 40

有形固定資産合計 30,620 20,386

無形固定資産 71 78

投資その他の資産   

その他 ※  804 ※  812

貸倒引当金 △0 △2

投資その他の資産合計 803 809

固定資産合計 31,495 21,275

資産合計 59,269 63,309

- 13 -



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 － 1,000

1年内返済予定の長期借入金 ※  77 ※  77

未払法人税等 1 4

その他 ※  2,383 ※  2,044

流動負債合計 2,462 3,126

固定負債   

社債 2,430 4,285

長期借入金 ※  49,111 ※  52,277

その他 699 712

固定負債合計 52,241 57,275

負債合計 54,703 60,401

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,211 4,211

資本剰余金 4,265 4,265

利益剰余金 △3,899 △5,557

自己株式 △11 △11

株主資本合計 4,565 2,907

純資産合計 4,565 2,907

負債純資産合計 59,269 63,309
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 6,331 3,810

売上原価 5,090 2,999

売上総利益 1,240 810

販売費及び一般管理費 ※  820 ※  525

営業利益 420 284

営業外収益   

受取利息及び配当金 5 0

違約金収入 5 －

保険解約返戻金 14 0

金利スワップ評価益 － 12

その他 1 3

営業外収益合計 27 17

営業外費用   

支払利息 476 223

その他 11 1

営業外費用合計 487 225

経常利益又は経常損失（△） △38 76

特別利益   

社債買入消却益 － 1,605

特別利益合計 － 1,605

特別損失   

投資有価証券売却損 27 －

解約金損失 111 －

特別退職金 － 22

特別損失合計 139 22

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△178 1,659

法人税、住民税及び事業税 11 1

法人税等調整額 9 0

法人税等合計 21 2

少数株主利益 4 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △204 1,657
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△178 1,659

減価償却費 263 70

社債買入消却益 － △1,605

投資有価証券売却損益（△は益） 27 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 △0

受取利息及び受取配当金 △5 △0

支払利息 476 223

金利スワップ評価損益（△は益） － △12

売上債権の増減額（△は増加） △359 56

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,022 1,745

前払費用の増減額（△は増加） △172 11

仕入債務の増減額（△は減少） △5 －

未払金の増減額（△は減少） △2,292 432

未払又は未収消費税等の増減額 28 △108

前受金の増減額（△は減少） 666 122

その他の資産の増減額（△は増加） 108 131

その他の負債の増減額（△は減少） △211 △33

小計 1,374 2,692

利息及び配当金の受取額 5 0

利息の支払額 △372 △242

法人税等の支払額 △9 △35

営業活動によるキャッシュ・フロー 998 2,415

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の売却による収入 33 －

固定資産の取得による支出 △9 △0

固定資産の売却等による収入 40 4

預り保証金の受入による収入 2 －

預り保証金の返還による支出 △245 △6

その他 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △179 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 3,688 －

短期借入金の返済による支出 △4,517 △1,000

長期借入金の返済による支出 △2,386 △3,165

社債の償還による支出 △75 △278

リース債務の返済による支出 － △1

割賦債務の返済による支出 △0 △0

預金の担保解除による収入 245 －

預金の担保提供による支出 △489 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,534 △4,445

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,715 △2,033

現金及び現金同等物の期首残高 4,243 2,915

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,527 ※  882
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 当第１四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

  当社グループは、前々連結会計年度において重要な経常損失及び当期純損失を計上しており、不動産市況の更なる

悪化による予想を上回る販売不振の影響を受け、前連結会計年度においても、営業損失7,424百万円、経常損失9,159

百万円及び当期純損失8,685百万円を計上しております。  

 当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループといたしましては、以下の施策の実行により、業績の回復に努め、当該状況の解消を目指しておりま

す。 

１．収益構造の転換 

（１）事業の選択と集中  

 ①分譲事業 

  ネバーランドブランドは関西での知名度も高く、また、ファミリータイプの住宅は景気の変動に拘わらず底堅い

 需要が見込めます。永年の事業展開により、ブランド価値は評価いただけるものと考え、今後もコア事業として経 

 営資源を集中してまいります。 

  (a)未着工プロジェクト 

   経済合理性に基づき、各プロジェクトについて、素地売却又は事業化を決定、早期に事業収益（竣工販売）を

  確保すべく、事業を推進してまいります。 

  (b)新規プロジェクト 

   分譲事業をコア事業として位置づけ、良質の物件を厳選して仕入に着手し、早期に事業収益を確保すべく、事

  業を推進してまいります。 

 ②アセット開発事業 

  (a)大規模開発案件 

   昨今の景気環境においては売却を急ぐのは損失を拡大することに繋がるおそれがありますので、追加の投資を

  抑えながら、資金化を目指してまいります。多額の投資でありますので、資産価値の毀損を回避することに集中 

  し、プロジェクトを実現させ、拡大ではなく、確実な売却による資金の回収を実現するべく経営資源を投入して 

  まいります。 

   (b)開発済みプロジェクト 

   バリューアップを図りつつ、事業展開することにより、一定の賃貸収入を確保できておりますが、資産規模を 

  適正規模にまでスリム化するため、外部売却を推進してまいります。 

   一方、現状では不動産の価格相場が低迷しており、売却を急ぐのは損失を拡大することに繋がることから、資 

  産規模・賃貸収入・売却益を勘案しながら適正規模まで資産のスリム化を実施することに経営資源を投入し、追 

  加資金は原則バリューアップ・メンテナンスに限定して、安定収益を確保してまいります。 

  (c)未着工プロジェクト 

   既に仕入を行っている物件については資金投入を行わず、損失の拡大を抑える方向で売却を優先事項として  

  経営資源を投入し、外部売却により資産のスリム化を図ってまいります。 

（２）コスト削減 

  当社は、現在の経営状況を鑑み、人員縮小も含めた人件費の削減を進めるとともに、事務所規模の縮小等固定費

 の削減を図ってまいります。 

２．財務基盤の安定化   

  事業収益を確保し、取引金融機関との信用回復及び良好な取引関係の構築に努め、早期に資金調達に取り組み、 

 財務基盤の強化・安定化を図ってまいります。 

  これらの対応策に取り組み、当第１四半期連結会計期間において、経常利益76百万円、四半期純利益1,657百万円

 を計上いたしましたが、対応策を実行している途上であり、不動産市況の回復状況にも影響されるため、現時点で 

 は継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

  なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影 

 響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。  

【継続企業の前提に関する事項】
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     該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更  （１）連結の範囲の変更 

 当第１四半期連結会計期間において、合同会社アリエスインベストメン

ト・スリーは、清算結了したことにより、連結の範囲から除外しておりま

す。 

 （２）変更後の連結子会社の数 社  

  

10

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．棚卸資産の評価方法  棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行なう方法によっております。  

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

（保有目的の変更）  

 保有目的の変更により、当第１四半期連結会計期間において、仕掛販売用不動産の一部を固定資産に振替えておりま

す。その内容は以下のとおりであります。                            

 建設仮勘定       百万円 

 計          百万円 

 保有目的の変更により、当第１四半期連結会計期間において、建物及び土地の一部を販売用不動産に振替えておりま

す。その内容は以下のとおりであります。                             

 販売用不動産         百万円 

 計            百万円    

  

10,795

10,795

498

498
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

※ 担保に供している資産及び対応債務 

 ①担保に供している資産 

 ②上記に対する債務 

  

現金及び預金 614百万円

販売用不動産 10,018百万円

仕掛販売用不動産 14,536百万円

その他（流動資産）  

建物及び構築物 

400

5,622

百万円

百万円

土地 13,256百万円

建設仮勘定 

その他（投資その他の資産) 

11,569

188

百万円

百万円

計 56,206百万円

１年内返済予定の長期借入金 77百万円

その他（流動負債） 856百万円

長期借入金 47,323百万円

計 48,257百万円

※ 担保に供している資産及び対応債務 

 ①担保に供している資産 

  ②上記に対する債務  

現金及び預金 百万円614

販売用不動産 

仕掛販売用不動産 

その他（流動資産）  

百万円

百万円

百万円

11,029

24,453

429

建物及び構築物  百万円5,894

土地 百万円13,452

建設仮勘定 百万円773

その他（投資その他の資産） 百万円188

 計 百万円56,834

１年以内返済予定の長期借入金 百万円77

その他（流動負債）   百万円496

長期借入金  百万円50,474

計    百万円51,048

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

広告宣伝費 221百万円 

販売手数料 103百万円 

給与手当 197百万円 

貸倒引当金繰入額  7百万円 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

広告宣伝費 97百万円 

販売手数料 43百万円 

給与手当 145百万円 

貸倒引当金繰入額  0百万円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸  

  借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

               （平成21年３月31日現在） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸  

  借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

               （平成22年３月31日現在） 

  

現金及び預金勘定 2,371百万円

担保に供している預金 △844百万円

現金及び現金同等物 1,527百万円

現金及び預金勘定 1,496百万円

担保に供している預金 △614百万円

現金及び現金同等物 882百万円
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至

平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 333,964株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式 81株  

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

   

４．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 該当事項はありません。   

 （２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

（リース取引関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

- 20 -



前第１四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、販売内容の類似性を考慮して決定しております。  

２ 各事業の主な内容 

(1)分譲事業………………………分譲マンション及び分譲戸建住宅販売 

(2)不動産企画販売事業…………不動産企画付建物・土地の販売等 

(3)不動産関連業務受託事業……不動産再生事業、不動産関連業務受託及び仲介収入等 

(4)アセット開発事業……………商業施設・複合施設の開発等 

(5)その他事業……………………建材、住設機器販売及び不動産賃貸収入等      

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、販売内容の類似性を考慮して決定しております。 

２ 各事業の主な内容 

(1)分譲事業………………………分譲マンション及び分譲戸建住宅販売 

(2)不動産企画販売事業…………不動産企画付建物・土地の販売等 

(3)不動産関連業務受託事業……不動産再生事業、不動産関連業務受託及び仲介収入等 

(4)アセット開発事業……………商業施設・複合施設の開発等 

(5)その他事業……………………建材、住設機器販売及び不動産賃貸収入等         

                  

   前第１四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年３月31日） 

   本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

   当第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年３月31日） 

   本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
分譲事業 
（百万円） 

不動産企画
販売事業 
（百万円） 

不動産関連
業務受託事業
（百万円） 

アセット
開発事業 
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高                                                

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 3,421  90  85  2,583  151  6,331   －  6,331

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  34  34  (34) －

計  3,421  90  85  2,583  185  6,366  (34)  6,331

営業利益  250  29  26  276  21  605  (184)  420

  
分譲事業 
（百万円） 

不動産企画
販売事業 
（百万円） 

不動産関連
業務受託事業
（百万円） 

アセット
開発事業 
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高                                                

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 1,554  109  2  2,142  0  3,810     －  3,810

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －  － －

計  1,554  109  2  2,142  0  3,810  －  3,810

営業利益又は営業損失

（△） 
 52  60  1  295  △0  411  (126)  284

【所在地別セグメント情報】
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  前第１四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年３月31日） 

  海外売上高がないため該当事項はありません。  

  

  当第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年３月31日） 

  海外売上高がないため該当事項はありません。  

  

１．１株当たり純資産額 

        ２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

【海外売上高】

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

１株当たり純資産額 13,673.98円 １株当たり純資産額 8,709.41円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり四半期純損失 円1,121.74 １株当たり四半期純利益 円4,964.58

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株あたり当期純

損失であるため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  
前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日) 

四半期純利益又は四半期純損失 

(△)（百万円） 
 △204  1,657

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期損失

(△)（百万円） 
 △204  1,657

期中平均株式数（株）  181,883  333,883

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要  

 －  －
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   該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。  

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年５月15日

株式会社日本エスコン 

取締役会 御中 

三優監査法人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 小林 昌敏  印 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 鳥居  陽  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本エ

スコンの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から

平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本エスコン及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報  

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度において経常損失及び重要な当期純損失を計 

  上し、シンジケートローンの財務制限条項に抵触しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。 

  当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成され 

  ており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。 

２．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当第１四半期連結

  会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。  

３．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成21年４月23日及び24日に投資有価証券を売却している。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

      ２.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。   



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年５月14日

株式会社日本エスコン 

取締役会 御中 

三優監査法人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 鳥居  陽   印 

  業務執行社員   公認会計士 坂下 藤男   印 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本エ

スコンの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から

平成22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本エスコン及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前々連結会計年度において重要な経常損失及び当期純損

失を、前連結会計年度においても、重要な営業損失、経常損失及び当期純損失を計上したため、継続企業の前提に関する

重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。

なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されて

いない。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

  

以 上 

 （注） １.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

      ２.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。   



  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年５月14日 

【会社名】 株式会社日本エスコン 

【英訳名】 ＥＳ－ＣＯＮ ＪＡＰＡＮ Ｌｔｄ. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 直江 啓文 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区内幸町二丁目２番２号 

【縦覧に供する場所】 株式会社日本エスコン大阪本社  

（大阪市中央区伏見町四丁目１番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



 当社代表取締役社長 直江 啓文は、当社の第16期第１四半期（自平成22年１月１日 至平成22年３月31日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

 特記すべき事項はありません。 

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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